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本章においては,ECSC6カ国によるイギリスに対するメッシナ提案
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論 説

具体化のための検討委員会(後のいわゆるスパーク委員会)への参加招

請から,イギリス政府が招請受諾を決定するまでの過程を分析の対象と

する｡

6カ国側からの最初のイギリス政府への意向打診ほ,6月7日付で,

メッシナ会談で議長を務めたルクセンブルク首相兼外相ペック(Joseph

Bech)から駐ルクセンブルク英公使オルキン(C.C.Allchin)を通じて

外相マクミランへの非公式招請というかたちでおこなわれた｡

この書簡の中でペックは,メッシナ提案に従って,イギリス政府を同

提案検討のための委員会に招請したいこと,10月1日までに委員会の報

告を完成させるために作業は7月早々にも開始されねばならず,委員長

任命後,委員長名でイギリス政府に送られる予定の公式招請をイギリス

として受諾する用意があるか否かの意思決定を早急におこなってはしい

こと,6カ国としては｢可能な限り緊密な形｣("intheclosestpossible

manner")でのイギリスの参加を望むこと,今後の連絡は6月8日以降

3カ月間,ECSC外相会議議長職を務めるベイアンにしてもらいたいこ

とを告げていた(1)｡

この書簡にはさらにべックとオルキンの会談記録も添付されており,

その中でペックほ,メッシナ会談の成果は決して目覚しいものでほな

かったが,EDC失敗以後の特にフランスと西ドイツでのヨーロッパ統合

への熱意の急激な冷却を考慮するならば現実的かつ満足のいくもので

あったと述べ,オルキンからの質問に応えて,メッシナ提案の性質,イ

ギリスの予定される委員会への参加の形態についての説明をおこなって

いた(2)｡

第一にペックが指摘したのほ,メッシナにおけるイニシアティヴには,

シューマン･プランとほ異なり,超国家主権性という前提条件はないと

いうことであった｡超国家主権性というのは｢2年間にわたって使い尽

くされ,すでにすり減ったコイン｣であり,｢メッシナでは政府間協力行
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動に最大の力点が置かれている｣というのである｡メッシナ提案の目的

は,理想主義的な統合のための統合ではなく,あくまでもヨーロッパ経

済復興を支えるための協調の枠組みを形成することであり,伝統的な外

相会談を通じた政府間外交による意思決定が尊重され,特別な｢機関｣

の形成ほあくまでも核エネルギイの分野に関してのみおこなわれるであ

ろうというのが,ペックの見通しであった(3)｡

｢政治的地位にある人物｣の就任が予定される委員長の人選について

ペックは,おそらくはベルギイ政府から選ばれるだろうとの見通しを述

べ,この時点で彼は首相ヴァソ･ゼーランド(PaulvanZeeland)が適

任であろうとしていた(4)(スパークの回想によれば,彼はペック,ベイア

ンとともにある人物(スパークは名前を挙げていないが,ペックの発言

からヴァソ･ゼーランドと思われる)に就任を働きかけたが,固持され

たため結局,スパーク自らが委員長に就任することになったという)(5)｡

イギリス政府の委員会への｢代表｣("delegate")としてはペックほ大

使経験者級の人物が望ましいとして,ECSC駐在イギリス代表ウェイア

(SirCecilWeir)の名前を挙げていた(6)｡

このペックとの会談報告にさらに付け加えてメッシナ提案の今後の見

通しをオルキンは本省に伝えてきていたが,それによればべネルクス諸

国に比較して西ドイツの経済統合への態度ほなお煮え切らないものであ

るが,フランスのそれはさらに消極的なものであり,今後の主な障害と

なるであろうとの見方がべネルクス諸国においても主流であるとされて

おり,ウェイアもまた同様の観測を伝えてきていた(7)｡

これらの会談終了直後の観測をうけて,外務省ではまず相互援助局長

エツデソにより,当面の基本方針案が練られていった｡エツデソはまず

マクミランに対して,ペックの発言に加えて,駐ベルギイ大使からも,

メッシナでの提案ほ政府間協力という性質のものであり,イギリスに

とっても受け入れ可能なものであろうとの報告が寄せられていることを
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知らせ(8),6月11日付の覚書で,何らかの形でのイギリスの委員会参加

が望ましいという方向の見解をまとめていた｡すなわちイギリスが単な

るECSCの協力国でなくWEUの一員としても招請される以上,提案さ

れている委員会に｢全く参加を拒否するということは政治的には問題な

しとしないので除外されるべきである｣が,｢問題は我々は単なるオブ

ザーバーを送るべきなのか,ある程度の積極的参加者を派遣すべきなの

かということ｣なのであった(9)｡

｢新たな取り決めが政府間協力となるかもしれない｣からといって,

｢世界的大国としてのイギリスがともに歩んでゆくにほ6カ国が先走り

過ぎるという可能性を排除するものではない｣が,もしイギリスが参加

すれば6カ国の問での政府間協力への傾向を強化することも期待できる

ほずであった｡さらに,もしイギリスが適当な領域について一定の条件

の下で参加したならば,それほイギリスの政治的威信を高め,ヨーロッ

パの経済発展とイギリスの利害の調和をとる最上の機会を提供し,ドイ

ツの経済力に支配される統合された大陸ヨーロッパの誕生という可能性

を抑止するという三つの利点が考えられた(10)｡

もちろん,イギリスはすべての提案された分野に同じ程度に参加する

ことはできず,特に関税,社会政策,労働力移動といった分野でほ,6

カ国と同じところまでは進まないであろうが,核エネルギイに関してイ

ギリスは可能な限り参加するであろうし,それによって他の分野でも6

カ国による望ましからぬ動き(例えば地域的閉鎖的貿易地帯形成)を抑

止するためにより影響力を持てるはずであった｡それゆえ会議には,6

カ国に対して影響を及ぼす機会を得るためにオブザーバーでなく本物の

代表(delegate)を派遣するべきであるが,しかしもちろん,そのような

参加はノン･コミックルなものでなくてほならず,最上の方法は｢協力

関係(associated)｣という立場での代表派遣であろう,というのが,こ

の時点でのエツデソの見解であった(11)｡
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ー方このころ相互援助局担当外務次官補クールソソは,6月中旬の

OEEC閣僚理事会の場で同席したメッシナ会談に参加したフランス,イ

タリア,オランダの政府官僚からメッシナ提案に関する情報収集をおこ

なっていた｡

イタ.リア政府関係者の見解では,メッシナにおいて特に目立ったのほ

西ドイツ代表の新たな統合への積極的姿勢であり,オランダ政府関係者

も同様の見解を述べていた｡それによると,メッシナでの/､ルシュタイ

ソの対応をスパークはあまり積極的なものと解釈していなかったが,そ

れは誤解であり,フランスに統合参加をあまり強要しすぎて統合の進展

を阻害しないようにとのアデナウアーの指示によって/､ルシュタイソほ

一見,微温的な対応を取ったに過ぎないとのことであった｡フランスの

対応が消極的なものに終始したという見解でもイタリア,オランダ政府

の見解は一致しており,現状のフランス議会の構成が続く限り,フラン

スのこの態度の変更は期待できないとされていた｡オランダ政府関係者

によれば,ベイアンの意図はEDC崩壊で生まれた真空をうめることで

あり,それはまたオランダ国内の,統合進展への強い熱意の焦点となる

新たなイニシアチブを求める政治的圧力への対応に迫られてのものでも

あった｡西ヨーロッパ経済が順調に復興へ向かいつつある間に何らかの

進展を遂げておくことが重要であり,景気後退が起こり,新たな域内貿

易規制措置が登場してからでは,もはや新たな進展は望めなくなるとの

危機感をオランダ国内の統合進展論者ほ抱いていたのである(12)｡

またメッシナ提案から生まれる制度･機関が有する超国家主権性の有

無･程度については,6カ国間ではとんど実質的議論はおこなわれてい

ないが,核エネルギイの分野を除いては,ECSCのような強い超国家主権

性は予期されておらず,共同市場提案は,現状のOEECでは不可能だと

みなされている例外条項なしの貿易自由化を目指しているが,実際に何

をどうすべきかについての具体構想ほ乏しいというのが,3カ国関係者
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からクールソソの得た見解であった(13)｡

さらにこの報告の中でクールソンは,他の5カ国と比較してのフラン

スの消極性を指摘していたが,そのフランスの態度についてほ駐フラン

ス大使館からも同時期,同様の観測が届いてた｡フランス政府としては

核エネルギイの分野でほ統合の可能性は高いと考えているが,超国家主

権性へのコミットメソトは回避しており,共同市場に関してはあくまで

も漸進的な実現を望み,社会政策や労働条件の調整といった問題をより

重視している,というのがパリ大使館の見解であり,駐仏大使ジェッブ

(SirGladwynJebb)は,｢フランスほ昨年8月にEDCを拒否した際に

最終的選択をしたのであり,6カ国によるヨーロッパという理想にほ

戻ってこないであろう……メッシナ会議の結果として何ら見るべき成果

は期待できないものと考えられる｣と述べていた｡｢フランスの国内政治

上の考慮からヨーロッパ統合へのアプローチは慎重で経験主義的なもの

にならざるをえないであろう｣し,メッシナ提案の曖昧さは｢いまや主

権を回復した西ドイツのヨーロッパ統合への関心の低下｣を反映してい

る可能性もあり,｢今後数カ月間のヨーロッパ統合への主な進展は純粋に

口頭だけのものになるのは明々白々である｣というのであった(14)｡

ところで,これらの報告を受ける立場にあった外相マクミラン本人の

反応であるが,この時点では明確なものではなく,そのヨーロッパ統合

問題についての見解ほ,彼が6月9日付で省内に回覧した覚書の中の,

｢我々の目標はイギリス政府にとって受け入れ可能な形での,すなわち

federalなコンセプトとほ異なる,COnfederationという形での,ヨー

ロッパの統一に至るあらゆるものの強化でなくてはならないというのが

私の見解である｣という文章に示されていたように,あいまいで一般的

なレベルのものにとどまっていた(15)｡
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2

このように,外務省を中心にメッシナ提案の背景にある6カ国の意図

を探る作業がおこなわれていたのとほぼ同時期,イギリス政府内ではパ

リ駐在イギリスOEEC代表エリス=リース(SirHughEllis-Rees)(大

蔵省官僚)と大蔵省内の一部から,メッシナ提案は,OEECというイギ

リスが深くコミットしている既存のヨーロッパ規模の経済協力のための

機構との望ましくない重複を招くとの理由による批判の声が現れ始めて

いた｡

まず6月7日付でエリス=リースは,外務省のエツデソに対して書簡

を送り,蔵相バトラーはパリでのOEEC閣僚理事会において,｢新たな

(政府間)機構を設立する前に,既存の有効に機能してきた機構を可能

な限り利用する必要｣を強調するために声明を発するべきであると指摘

したが,これに対してエツデソは,6カ国の構想が明確になる前にこの

ような声明を行うのは時期尚早であると反論していた｡6カ国の作る機

構はOEECと同様の政府間協力機構ではなくなるかもしれず,OEECに

は6カ国がメッシナにおいて開始したプロセスを中断させる権限はない

というのがェッデソの見解であり,さらに彼は｢政治的見地からも,そ

して西ドイツをできるだけ緊密にそしてできるだけ早く西側に統合する

必要を考慮しても,我々は6カ国を押し留めるべきではない｣と述べて

おり,この時点では明らかに外務省の一部にほ(イギリスの参加の是非

ほ別として)6カ国によるメッシナ提案そのものに対しては好意的な意

見が存在していたようである(16)｡

これに対して大蔵省内部には,メッシナ提案そのものに批判的な意見

が早期から存在していたことは明らかであり,エリス=リースはさらに

6月11日にほ大蔵省海外金融局担当次官代理(ThirdSecretary,0ver-

SeaSFinanceDivision)で,内閣相互援助委員会委員長ストラス(Wil-

1iamStrath)に宛ててメッシナ6カ国による新たな政府間協力機構の創
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設がOEECとの重複を招く恐れがあり,不必要であるという内容の書簡

を送り(17),6月15日には,ストラスとともにメッシナ提案問題を担当す

ることになる大蔵省次官補ターンブルも,ストラスに対して,メッシナ

提案はもし実現することになれば,OEECの機能を損なうと警告する内

容の覚書を提出していた｡交通運輸部門での協力やエネルギイ分野での

協力ほそれ自体好ましいものではあるが,それにしても別の機関を設け

ることなくOEECの枠組み内で進展させる方が望ましいのでほないか

というのが,ターンブルの見解であった(18)｡

彼はまた共同市場提案はイギリスの貿易構造(大陸ヨーロッパ外,特

にコモンウェルス中心の特恵制度に依存した貿易)(19)を考慮するなら

参加ほ困難なものであるが,それがOEEC外部において成長することほ

OEECの長期的な衰退につながる恐れがあり,共同市場のような経済統

合の動きも,もし実現の可能性があるならば,何らかの形でOEECの統

制下に置くことが望ましいのではないかとの意見も述べていた｡彼はさ

らに,ヨーロッパ通貨の交換性が回復されれば,いずれにしてもOEEC

の役割は現在より低下するのであり,もしメッシナ提案が大陸諸国の真

に望むところの現われであるならば,イギリスとしてほOEECの性質を

変化させ,新たなより統合的な機能を与えることによってその永続化を

ほかり,イギリスの影響力確保を図るべきなのか,それともOEECの衰

退を容認し,大陸諸国によるOEEC外の統合組織との間にECSCとの

場合と同様の協力関係を持つのが望ましいのか,という基本的問題をい

ずれ考慮しなくてはならなくなるのではないかとも問い掛けてい

た(20)｡

この後,はば1年の間に,イギリスのスパーク委員会への参加と脱退,

6カ国による共同市場構想の進展という事態の展開を経て,イギリスは

前者,すなわち独自に共同市場を形成するメッシナ諸国をも含む形で,

OEEC規模の自由貿易地帯構想を形成し,それによって大陸への影響力
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を確保するという構想の採用に踏み出すのであり,このターンブルの問

題提起はまさにその事態の進展を先取りしたものであったが,この時点

ではまだ共同市場提案が成功するとの確信も,また仮に成功した際のイ

ギリスに対するデメリットの理解も,イギリス政府内には存在せず,こ

の種の議論が本格的に検討され始めるのは,10月以降のことになる｡

この間,6月中旬までに,ベイアンはメッシナ提案に関してイギリス

政府首脳に事情説明をおこない,同時にイギリス側の反応を探るために,

自らのイニシアチブで6月下旬にロンドンを訪問することを提案してき

ており(21),エリス=リースほ6月16日にもバトラー宛に長文の書簡を

送り,ベイアンとの会談に備えて改めてOEECとメッシナ提案の重複の

危険を強調していた｡6カ国は共同市場を形成するためのOEECと重複

する政府間協力計画を追求しようとしているにちがいないというのが,

エリス=リースの推測であり,｢メッシナ会談の提案は,もし我々がその

危険性について早急に指摘しなければ多大なトラブルをもたらす｣と彼

には思われたのである｡彼に言わせれば,メッシナ提案はある程度まで

ほEDC失敗で打撃を受けた大陸の統合推進論老たちの｢面子を保つた

め｣のイニシアチブであり,であれば,｢彼らが内政上の理由から何かを

しなければならないと感じているからといって,彼らにヨーロッパの経

済協力の分野で危機を引き起こすことを許す正当な理由があるかどうか

自問しなくてほならない｣のであった｡｢シューマン･プランのような純

粋な協力は容認されるべきである｣が,OEECと新たな機構の重複ほ回

避されなければならないのであり,原子力エネルギイの分野でも,

｢OEECの方がその経済と通商の側面に関する限りはよりよい協力の

ための舞台であ｣り,とりわけ,｢6カ国に制限された共同市場｣ほ｢我々

全員(=OEEC諸国)が世界規模の単一市場を目指すことではぼ合意し

ているこの時期に深刻な差別の問題を作り出すであろう｣とエリス=

リースには思われたのである｡｢結局のところ共同市場を形成する最も確
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実な方法は通貨交換性の回復と漸進的な貿易障壁の削減を可能な限り広

範囲でおこなうこと｣であり,それゆえ｢我々はベイアンが新たな機構

を設立するのを奨励すべきでほなく,彼の提案の実現を思いとどまらさ

せ,OEECに積極的に協力するよう説得すべきである｣というのが,彼

のバトラーへの提言であった(22)｡

この時点でエリス=リースのこの提言,すなわちイギリスとしてほ積

極的にメッシナ提案の放棄を求めるべきという発想は大蔵省の中でも過

激な意見であったが,OEECを重視し,メッシナ提案がOEECの機能･

権威を損なうことを恐れる気持ちほ省内に広く存在しており,以降の政

策決定にも反映されてゆくことになった｡そしてエリス=リースほこの

後,イギリス政府のスパーク委員会参加開始後も,上述と同様のOEEC

との重複を批判する見解を折りに触れ上申し,終始一貫してメッシナ提

案･共同市場構想への強い敵意を示し続けていった｡

3

このエリス=リースのバトラー宛書簡が書かれたのと同日,6月16

日,この後,メッシナ提案へのイギリス政府の対応を論議して政策立案

をおこなう上で中心的役割を果たすことになる官僚レベルの組織である

内閣相互援助委員会(CabinetMutualAidCommittee:MAC)は,こ

の問題に関して最初の会合を開いたが,これはスパーク委員会への参加

の是非についての最初の本格的議論をおこなうとともに,上述のベイア

ンとイギリス政府閣僚の間で予定されていた会談におけるイギリス側の

対応案を協議するための会合でもあった｡

相互援助委員会ほこの時点では大蔵省(ストラス,ターンブルが出席),

外務省(ェッデソ,クールソソが出席),商務省(後にスパーク委員会に

代表として派遣される次官代理(Under Secretary:商務省においては

事務次官はPermanentSecretaryであり,UnderSecretaryほそれに次
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ぐ地位なので,ここでは次官代理と訳した)ブレザートン(RussellBreth-

erton)が出席),枢密院議長府,農水林業省,燃料動力省の次官代理,次

官補級官僚およびイングランド銀行代表によって構成されていたが(後

にコモンウェルス関係省も加わる),この場で主に発言したのほ議長を務

めた大蔵省のストラスと外務省のクールソソであった｡会合にほメッシ

ナでの6カ国共同声明,ペックとオルキンの会談報告,クールソソの

OEEC閣僚理事会でのフランス,イタリア,オランダ政府官僚との会談

報告といった既に紹介した文書が議論の資料として配布されており,ま

ず口火を切ったストラスは,21日のベイアンとバトラーを中心とする閣

僚(マクミランは国連10周年記念行事参加のため訪米中で不在であっ

た)との会談以前には必ずしもイギリスとしてスパーク委員会(この時

までにブラッセルで開催される委員会でのスパークの委員長就任が決定

していた)への参加の可否の決定ほおこなう必要はないが,この場にお

いて,委員会参加招請に対しての対応を考え,ベイアンとの会談用に閣

僚にブリーフを作成することが必要であると述べた(23)｡

続いて発言したクールソソは,メッシナ提案ほ経済的理由からではな

く主に政治的動機でなされたものであると思われること,超国家主権性

への言及はなく政府間協力により実現可能と考えられること,当分の間

ほ提案が具体化する見込みは薄いこと,特に来年予想される総選挙後ま

ではフランス政府ほスパーク委員会が提出する報告を承認できないであ

ろうこと,といった予想を述べた上で,外務省としてほ｢一般的な政治

的見地からは予備的作業への参加の招請を拒絶できる余地があるかは疑

問であ｣り,｢我々を共同声明で発表された一般的目標の受諾にコミット

させない以上,招請ほ受諾されるべきである｣と述べた｡そして,｢もし

我々が招請を受け入れると決定したならば,我々ほ作業の中でさまざま

な政策が現実的基盤の下で調整されるように建設的役割を果たす用意を

すべきことが肝要である｣として,参加,それも6カ国の作業に積極的
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影響を及ぼす形での参加を提案した(24)｡

その後,議論の中で指摘されたのは,これまでのイギリス政府の通貨

交換性回復優先の姿勢ほ大陸においてイギリスのヨーロッパ経済協力に

対する誠意への疑念を招いておりスパーク委員会への参加拒否ほこの疑

念を強化するであろう,委員会開催前から既存の組織との重複を指摘し

ても非現実的であるし6カ国がOEECほメッシナ提案の目標実現には

不適当であると主張するのもある程度は正当性がある,他の組織の優先

を主張するならば委員会に参加して議論の中でおこなうべきである,と

いった参加賛成論ばかりであり,結局,相互援助委員会は,メッシナ共

同声明で提案された委員会への参加招請は,その受け入れを閣僚に勧告

するべきであるが,｢受諾に際しては,我々はメッシナグループの7番目

のメンバーとして参加するのではなく,必ずしも共同声明……に述べら

れている6カ国の一般的目標を受け入れているわけではない｣というこ

とが明確にされるべきであると結論した｡続いて相互援助委員会は,再

度共同声明の詳細な検討をおこなった上で議論をおこないそれらの見解

を盛り込んだベイアンとの会談に備えてのブリーフを大蔵省を中心とし

て作成することを決定して,散会した(25)｡

引き続いて6月20日に開かれた相互援助委員会において承認された

ブリーフは,閣僚たちに対して,ベイアンとの会談においてほそこでの

発言ほ公式回答ではないことを確認しなくてはならないこと,メッシナ

提案の性質,特に超国家主権主義と政府間協力主義の境界が曖昧である

点を明確にすべぐ情報を引き出す必要があること,既存の機構との重複

問題(動力･核エネルギイ分野でのOEECとの重複,共同市場とGATT

の関係等)にも触れるべきであることなどの提言をおこなっていた｡ま

たこのブリーフは,この時点での相互援助委員会の見解として,核エネ

ルギイ管理の共同機関や共同市場といった機構に関してはイギリスのそ

の中への参加ほ困難であると思われるが,政治的立場からはスパーク委
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員会参加は拒否すべきでなく,ヨーロッパ経済協力に対する誠意を見せ,

検討作業にイギリスに望ましい方向での影響力を行使するためにも一定

の留保付きでの参加が望ましいと述べていた｡そしてその留保条件とい

うのは,委員会参加ほメッシナ共同声明にある｢共通の制度の発展,漸

進的な国民経済の融合,共同市場の創設および漸進的な社会政策の調整｣

という6カ国の目標をイギリスが受け入れたことを意味してはいないこ

と,イギリスはOEEC議長国としてOEECの地位を弱体化するような

印象を与えかねない新たな機関との不必要な横能の重複を歓迎していな

いことを明確にしなくてはならないというものであった(26)｡

さらに,この相互援助委員会の正式のブリーフとほ別にストラスはバ

トラー個人用のブリーフも作成しており,そこでほ国内外での誤解を避

けるために,スパーク委員会への参加はイギリスがその検討作業の結果

に対してコミットすることを意味しないことが明確にされなくてほなら

ないと繰り返され,西側陣営の結束強化のためには経済協力の推進ほ必

要であり,その限りにおいてイギリスは協力を惜しむべきではないが,

それが一部の諸国の｢閉鎖的サークル｣になることほ望ましくないとさ

れていた｡その上でストラスほバトラーに対して,OEECというイギリ

スがリーダーシップを発揮でき,より多くの西欧諸国を含み,また北米

諸国との協力関係にある組織の機能と権威の維持の重要性を説き,6カ

国が独自の目標を追求するにしてもできるだけOEECの枠組み内でそ

れを進めるべきであり,ベイアンに対してメッシナ提案とOEECの間に

(また共同市場構想とGATTとの間にも)どのような関係を想定して

いるのか問いただす必要があると提言していた(27)｡

またクールソソも相互援助委員会ブリーフとほ別のブリーフを関係閣

僚に提示し,外務省としてほイギリスが建設的な線をとることを望むが,

経済的組織の重複ほ回避すべきであるし,もし参加するのであれば,

OEECを弱体化しないように注意し,他のOEECメンバー諸国にイギリ
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スが他の経済協力のためのコンセプトに関心を抱いているという印象を

与えないように注意しなくてはならないであろうと述べていた(28)｡

6月21日おこなわれた会談には,イギリス政府からほバトラー以外に

も,枢密院議長(核エネルギイ担当)ソールズベリ卿(LordSalisbury),

商務相ソーニクロフト(PeterThorneycroft),外務担当大臣レディソグ

卿(Lord Reading)(マクミランほ訪米中で不在),燃料動力相ロイド

(Geoffrey Lloyd),運輸相ポイド=カーペソクー(John Boyd-

Carpenter)といったメッシナ提案にあげられた各協力分野と関わりを

持つ閣僚が出席したが,イギリス政府を代表して基本的立場を述べたの

はバトラーであった｡

会談ほベイアンの側から,メッシナ会議に至る背景を説明することか

ら始まった｡ベイアンはまず,べネルクス諸国ほOEECとECSC諸国と

の問でエネルギイ,交通およびその他の経済分野において｢利害の混乱

が起こる危険｣,および｢ヨーロッパ諸国の間の二国間経済関係への回帰

の危険｣を感じており,その結果メッシナ提案に至ったものであるとし

て,6カ国としては｢メッシナ共同声明で言及されたさまざまな問題に

複数の"highauthority"を設ける意図はない｣が,｢彼らの目的のため

に最も効果的な組織形態は,政府間協力でほなく,共同の総会(common

assembly)に対して責任を負う執行機関を持つ『共同体』("community")

である｣と述べた｡そして6カ国は｢イギリスが超国家主権性の原則を

受け入れられず,それゆえ今後の作業の結果設立されうる,その種の紐

織の完全なメンバーにほなりえないことを理解している｣とも述べ,そ

れまでイギリスが得ていた情報と異なり,超国家主権的協力が,メッシ

ナ提案の重要な目標であることを明らかにした｡これに対してバトラー

はまず,イギリスはいまだ委員会への招請受諾を決定したわけでほない

と確認した上で,｢OEEC閣僚理事会議長としての立場からは,共同声明

で予定されている作業とOEECの活動との問の相当の重複の見込みに
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懸念を抱いて｣おり,｢6カ国とOEEC間での重複回避のための綿密な協

議がおこなわれることを望む｣と述べた｡バトラーほさらに,個人的見

解として,｢提案されている共同市場は幾つかの点でOEEC貿易自由化

コード及びGATTに抵触するのでほないか｣との懸念も表明した(29)｡

続いてソールズベリが,OEECにおいても核エネルギイ平和利用のた

めの国際会議を8月開催予定であり,別の組織による検討作業の開始ほ

OEECによる作業の遅れを招くとの懸念を表明した｡これに対してベイ

アンはOEECと6カ国間で調整のための共同の組織を形成する余地は

あるかもしれないと回答した｡ソーニクロフトからは共同市場は外部か

ら関税障壁で保護されたものとなるのか,そのようなものにイギリスほ

参加を求められているのかとの質問が投げかけられ,ベイアンほ,べネ

ルクス諸国としてほ関税障壁の必要ほないと思うが,｢他国に共同市場へ

の参加を促すためにほ,そのような保護があった方が容易であるという

ことが理解されなければならない｣と,フランスの保護主義への妥協の

必要を暗示したが,同時にバトラーが指摘するように,そのような保護

主義とOEEC貿易自由化コード及びGATTの問に問題がおこる余地ほ

あると認めた｡最後にバトラーは特に核エネルギイの分野と共同市場の

分野でイギリスの6カ国との協力は困難であろうと改めて釘をさし,イ

ギリスとしてほヨーロッパの経済協力の促進の上でのOEECの役割を

重視しておりOEECとメッシナ諸国との間に緊密な協力があることを

望むと述べて,会談は終了した(30)｡

後年,BBCテレビに対するインタビューに応えてバトラーは,ベイア

ンに対してほ個人的に嫌悪感があり,またオランダの外相がこれほどの

問題で重要な役割を果たすことに対して驚かされたとも述べており,大

国意識からこの時ベイアンにほ冷淡な対応を取ったことを自ら認め,こ

の時点で大陸諸国と統合するつもりがなかったことも明らかにしてい

る(31)｡さらに彼は数日後,パリのOEEC主催夕食会の席で｢メッシナで
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考古学的発掘作業が進行しているが,我々は参加するつもりはない｣と

まで発言をしており,これはその後のイギリスの対応に潜む意図に対す

る相当の不信感を大陸諸国に早々に植え付けることになったし,特に西

ドイツ政府内ではハルシュタイソがかなりの不快感を感じたとされてい

る(32)｡

その西ドイツのメッシナ提案に対する対応のイギリス政府内での予測

であるが,6月下旬の時点で,外務省では西ドイツ政府の態度は未だ定

かではないとの観測もあったが(33),一方で,西ドイツ政府は核エネルギ

イ分野での超国家主権的なヨーロッパ規模の組織を求めているとの見方

もあり,ストラスも6月末の時点で,エアハルトの統合進展への反発は

アデナウアーの政治的見地からの判断によって押し切られるだろうと考

えていた(34)｡

実際,すでに7月の時点でエアハルトほ関税同盟ほ必ずしも貿易自由

化とほ矛盾しないと考えるようになっており,関税同盟形成後の対外共

通関税が,同盟形成以前の関税よりも低水準になるのならば,むしろ世

界規模での貿易自由化に貢献するとまで,エアハルトおよび経済省の態

度は好意的になっていった｡しかしその一方で,エアハルトほ,スパー

ク委員会開催以降にも,関税同盟よりも閉鎖性の弱い自由貿易地帯構想

への理解も示すという態度をとり,それがイギリス政府に西ドイツ政府

内の共同市場実現に向けての意思統一の乱れの存在への過剰な期待を抱

かせることにもなるのであるが(35),実際にはスパーク委員会開幕直前の

7月7日の省間会議で西ドイツ政府内部でのスパーク委員会での対応

ほ,ほぼ決定されていた｡アデナウアーは統合の政治的重要性を強調し,

積極的な態度をとるべきと主張し,エアハルトほ交通･電力での分野別

統合には反対したが,核エネルギイについてほ可能であるとし,統合機

関による市場への介入は最小限にすべきとの条件付きで,関税同盟によ

る共同市場にも原則的に賛成していたのである(36)｡
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4

さてイギリス政府による閣僚レベルでの正式なスパーク委員会への参

加招請受諾の是非の決定であるが,これは訪米中のマクミラン直々の要

請により,彼の帰国を待って6月末におこなわれることになった(37)｡

6月28日,相互援助委員会は閣議提出用のス/く-ク委員会へのイギリ

スの参加形態についての報告を作成するための会合を開き,大蔵省の起

草した草案にしたがった報告書が採用されることになった(38)｡この報告

書ほまず,ベイアンとの会談で,6カ国が政府間協力でなく｢『共同体』

構想の実現を求めている｣ことが明らかになったと強調し,スパーク委

員会で重点となる課題は｢核エネルギイのための調整機関の創設｣と｢(関

税障壁により保護される可能性の高い)共同市場の設立｣(*()内は

原文のまま)であり,イギリス政府としてほこれらの問題に関して以下

のような考慮から態度を決定しなければならないとした｡すなわち,核

エネルギイに関しては,イギリスはすでにOEEC及び他の場所で核エネ

ルギイの平和利用のための国際協議に関与している,メッシナ提案にあ

るような形式の機関ではイギリスほ与えるばかりで得るものは少ない,

それゆえ今後検討される新たな取決めにコミットすることは不可能であ

る,しかし他国が独自の共同紐織を設立するのを妨げることも不可能で

あり,将来的には何らかの協力関係(association)に入ることも有り得

る,という考慮であった｡共同市場に関してほ,イギリスはすでに関税

同盟形式の共同市場の創設･参加の意思がないことほ繰り返し明らかに

しているが,6カ国が｢彼らだけ｣での共同市場創設にあたりイギリス

に意見を聞きたいというのであればこれに反対することは出来ない,し

かし6カ国の構想がGATTとOEECに影響することは確実であり,短

期的にほ｢ヨーロッパにおける何らかの差別的プロ■ック｣へと至る危険

があることは,ベイアンとの会談からも明らかである,という考慮であっ

た(39)｡
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さらに交通･動力といった副次的分野も,OEECとの重複の可能性が

大であり,OEEC議長国としてイギリス政府はOEECの地位を弱めるっ

もりがないことを明らかにしなくてはならないとも指摘され,結果とし

て招請への回答でほ,まずメッシナ提案の目標に対するイギリス政府と

しての｢全般的な留保｣を明示し,そのことを公表して国内外での誤解

を回避する必要があり,その上で招請を受諾すべきであるというのが相

互援助委員会の意見であった｡参加の拒否は,6カ国からの誤解を招き,

WEU創設やECSCとの協力関係樹立によって獲得した外交的成果を

損なうという点で政治的に問題があり,また議論の行方そのものが大い

に不確定である以上,参加によって議論の結果がイギリスに不利益をも

たらす可能性を最小化するべきであり,さらには｢我が国としても積極

的に参加できるような協力形態の提案へと6カ国の考えを導くことも可

能であるかもしれない｣と考えられたのである｡そしてもちろん西ドイ

ツを西側へとより強固に結び付けるというメッシナ提案の持ち得る効果

もまた否定できないと相互援助委員会報告書は指摘していた｡これらの

議論の上での最終的な相互援助委員会の閣議への勧告は,｢我が国ほ準備

委員会(*スパーク委員会のこと)での作業への招請をオブザーバーと

してのみ受諾すべきであ｣り,その際ほ｢全般的な留保をおこない,OEEC

との完全な協調および不必要な努力と組織の重複の回避を極めて重視し

ていることを強調すべきである｣というものであった｡さらにこのイギ

リスの意向はスカンディナビア諸国およびコモンウェルス諸国に事前に

連絡すべきであることも勧告された(40)｡

ここで重要なのほこの時点では参加資格は｢オブザーバー｣とすべき

であるというのが官僚レベルでの合意であったということであり,この

点をめく"って,6月30日の閣議の席でマクミランから強い反発が出され

ることになった｡

55年6月30日,ベイアンよりマクミラン宛にメッシナ提案検討のた
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めに7月9日よりブラッセルで開催されるスパーク委員会への正式な参

加招請状がイギリス政府に届き(41),同日の閣議にほ,バトラーによって

上述の相互援助委員会報告書が提出･報告され,初めてメッシナ提案へ

の対応を協議するための閣僚レベルでの正式な議論がおこなわれた｡閣

議ではまずバトラーからベイアンとの会談の模様と相互援助委員会報告

書の分析内容が説明され,メッシナ提案は何らかの｢共同体｣的な組織

に至る可能性があること,商務省は共同市場がGATTに抵触し関税障

壁化する懸念を抱いていること,貿易自由化,核エネルギイ分野での

OEECとの重複の危険性が大きいことが強調され,それを回避するため

にもOEECと6カ国側との協議が必要セあるとも指摘された(42)｡その上

でバトラーは,相互援助委員会報告書の勧告通り,全般的な留保付きで

スパーク委員会への招請を受諾するが,イギリス側の参加資格はオブ

ザーバーに留めることを提案し,続く議論の中では,バトラー同様に慎

重な態度を望む意見と,イギリスが大陸諸国の経済統合推進の努力を望

ましく思っていないとの印象を回避する必要があるという両方の意見が

だされたが,ここで後者の意見を最も強く主張したのはマクミランで

あった(43)｡

閣議前日の6月29日マクミランは外務省内で,次官補級以上の外務省

高官を集めた会議の席で,メッシナ提案に対する彼のこの時点での基本

的見解を披摩しており,それほ｢我々がこのヨーロッパ『再発進』のた

めの最新の試みに対して適切な影響力を行使するためにほ超然とした態

度をとるのではなく最初から中に入り可能な限り多数の我々が参加でき

るような形式のイニシアチブを確保するように試みるべきである｣とい

うものであったが,この発言はメッシナ提案の持つ詳細な政治的･経済

的意味に付いての分析なしでなされたものであった｡同日,エツデンも

｢(メッシナプランに対して)超然とした態度を取り続けることほヨー

ロッパにおけるリーダーとしてのイギリスの立場に対してダメージをあ
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たえるであろう｣と述べており,この時点では外務省上層部にほメッシ

ナ提案のイギリスに対する詳細な経済的･政治的意味の検討はとりあえ

ず棚上げにしても,当面の大陸諸国に対する外交的影響力の確保が重要

であるという発想しかなかったようである(44)｡

閣議の庸でマクミランほイギリスほ完全な行動の自由を確保すべきで

あり,いかなる形でも新たな組織にコミットするべきではないと前置き

しながらも,議論に対して大きな影響を与えるためにはオブザーバーで

ほなく他国と同等の立場で出席すべきであると強く主張し,結局,閣議

でほバトラーとマクミランが両名で協議して招請状への回答文を起草す

ることが決定された(45)｡

その後のバトラー(大蔵省)とマクミラン(外務省)の間のやりとり

でまず問題になったのは,イギリスがスパーク委員会に派遣すべき人物

の立場であり,大蔵省側は相互援助委員会報告および閣議覚書でも提案

した"observer"を主張したのに対し,外務省は"delegate"の立場で派

遣されるべきであると要求し,両者の妥協として"representative"が派

遣されることが決定された("delegate"と"representative"ほ,この

場合どちらも｢代表｣と訳さざるを得ないが,当然,外交儀礼上は前者

の方がよりコミットメソトの度合いが高くなる｡以下,本稿でスパーク

委員会イギリス代表というときほ"representative"の訳としてであ

る)(46)｡

回答文の内容そのものに付いてほ外務省が提案した,｢OEECのよう

な既存の機構への充分な配慮がなされ不必要な重複ほ避けなければなら

ない｣,｢(会議の成果によって)影響を被る他国の意見も考慮に入れられ

なければならない｣,イギリス政府は｢事前の何のコミットメソトもなし｣

で｢代表｣を派遣する,という三点を,6カ国側に対して明確にすると

いう点では大蔵省も同意したが,バトラーは外務省の草案に対して｢貴

殿も,もちろんご承知のように,我が国にほ,ヨーロッパ共同市場に参
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加することを不可能にする特別な理由が存在します｡｣("there are,aS

youarenodoubtaware,SpeCialreasonswhichprecludethiscountry

fromjoiningaEuropeanCommonMarket.")という文章を挿入する

ことを提案し,最終的には,｢貴殿も,もちろんご承知のように,我が国

には,ヨーロッパ共同市場にかかわる提案に関してほ特別な困難が存在

します｡｣("thereare,aSyOuarenOdoubtaware,SpeCialdifficulties

forthiscountryinanyproposalforaEuropeanCommonmarket.")

という文章が挿入されることで合意が得られ,回答は7月1日に手交さ

れた(47)｡

7月4日,マクミランによりイギリスわ回答ほ下院に報告され,イギ

リスの6カ国以外では唯一の国としてのメッシナ提案検討作業への参加

の決断が公式に明らかにされ,さらに7月6日のストラスバーグでの欧

州審議会における演説でマクミランは,イギリスはブラッセルでの検討

作業に｢妨げるためではなく助けるために｣("tohelpandnottohin-

der")参加すると発言した(48)｡

この時点までのイギリス政府の基本方針の決定過程を見る限りでは,

大蔵省内には官僚レベルでは相当に強い否定的姿勢が存在しまたバト

ラーもこれに同調していたのに対し,外務省でほ官僚レベルでほ不参加

は外交的にマイナスであるとの消極的理由から,留保付きでの参加が要

求され,この議論が相互援助委員会でも受け入れられたが,閣僚レベル

に至り,マクミランの積極的姿勢ゆえに,イギリスの参加形態から大蔵

省の要求する否定的姿勢が薄められたとの感は否めない｡ただし,マク

ミランの積極的姿勢は明らかに議論への参加によってイギリスにとって

利益をもたらすような形にス/く-ク委員会の議論を誘導することが意図

されていたものであり,｢妨げるためでほなく助けるために｣という彼の

公式発言は,マクミランがそれを自ら信じていたのだとしたら,自己欺

瞞の産物であったといわざるを得ないであろう｡
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5

さて,7月9日に迫ったス/く-ク委員会の開幕に備えて,イギリス政

府内でほ再び相互援助委員会により,イギリス代表の選任と,その活動

方針の決定作業がおこなわれていた｡

7月5日の会合でまず相互援助委員会は,ブラッセルに派遣されるイ

ギリス政府｢代表｣に,商務省次官代理のブレザートンをあてることを

決定し,ついでブレザートンがス/く-ク委員会において取るべき対応を

協議した｡議論においては,イギリス代表ほ設立が予定される各種小委

員会においては議長職につくべきでほないこと,各種小委員会の設立そ

のものを阻止することは困難であるが,それらの小委員会と既存の機関,

特にOEECとの間で最大限の協力が得られるように強く要求すべきで

あること,OEEC事務局長への招請は第1回会合以降になることが予想

されるので,その不在の間,イギリス代表ほOEECの利益を守ることが

重要であること,議論される様々な問題の中でも最も困難なのが共同市

場の問題であり,早急にこの問題についてイギリス政府内での検討を開

始すべきであること,その作業を商務省(共同市場とイギリスの一般的

関係についての検討)と大蔵省経済部(theEconomicSection)(ヨーロッ

パ全体に対する共同市場の意味,イギリスが参加しない共同市場が成立

した場合のイギリスに与える影響,セクターアプローチによる共同市場

にイギリスとしてどう対処すべきかについての検討)に委ねることが決

定された(49)｡

後年のブレザートンの回想によれば,ブラッセル出発前に彼が商務大

臣ソーニクロフトより直接受けた指示は,できるだけ検討作業の援助を

し,6カ国側にイギリスが会議が成功しない方がよいと思っているとの

印象をもたれないようにすること,ただし何のコミットメソトをしない

ようにすること,とのものだったという(50)｡

7月7日,スパーク委員会開会直前に外務省ほイギリス各在外公館あ
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てに電文をおくり,そのなかでほ,これまでの事態の展開と,この時点

でのイギリス政府としてのメッシナ提案およびヨーロッパ統合運動全般

に対する態度が詳しく解説されていた｡

電文でほまず,メッシナ提案は,EDC失敗により生じたヨーロッパ統

合運動の真空を経済面で埋めるべく政治的に作られた提案であるが,そ

の経済的細部ほはなはだ検討不足であると批判され,提案における超国

家主権性の扱いはあいまいであるが,フランスほその種のアプローチに

ほ反対しており,ドイツも消極的であるとの観測が述べられていた｡そ

してイギリス政府のメッシナ提案への態度としては,まず政治的にほ｢こ

の最新の『ヨーロッパの再発進』のための努力に対して,我が国が影響

力を行使しようとすることは,特に大陸における連邦主義的ブロックに

かわりうる代替案を奨励するという観点からみて,我が国の利益になる｣

との姿勢が示されていた｡｢政治的見地からほドイツを西側に結び付ける

新たなリンクの創設には賛成であるが,超国家主権的線に沿った大陸に

おける集団の形成ほ必ずしも我が国の政治的･経済的利益にはならない｣

のであり,｢議論に最初から参加することほ何のコミットメントもなしで

できることであり,我が国と6カ国との間にあまり大きな亀裂が生じな

いようにするという最低限の目的実現ほ推進で｣き,また,｢参加のため

の何の前提条件もない状態で議論から距離を置くことほ6カ国のうちの

少なくとも一部からは失望と誤解を招くであろうし,我が国がWEU設

立を主導したことによって得られた利益を損ないかねない｣と考えられ

たのである｡さらに経済的見地からみても,｢OEECはさらなる貿易およ

び決済の自由化への移行への大きな支援となるが,メッシナ提案はこの

移行に伴う困難を減らすよりもむしろ増やす可能性があ｣り,｢我が国の

関心が現在……通貨交換性回復に向けての残存する障害を除去すること

に向けられているという事実との関係からも,そのタイミソグは不都合

である｣とメッシナ提案は批判されていた｡そして,｢これらの提案に現
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在のところは受け入れ難い部分が多々あるという事実ゆえ｣に,イギリ

スが参加できるようなあるいはより不利益の少ないような形に｢6カ国

の構想を誘導する｣ためにも議論に参加するのが望ましいというのが外

務省の説明であり,この議論の中にほ,それまでの,大陸での統合運動

に自ら参加する意志はないができるだけの協力をおしまないという,49

年以来,シューマンプラン,EDCへの対応を通じて示されてきたイギリ

スの対西ヨーロッパ統合運動政策の基本姿勢とは微妙に異なる,干渉主

義的と表現せざるを得ない,新しい対応の萌芽が(あくまでも｢コミッ

トメントなしでの議論への参加｣という抜け道を用意してのものでは

あったが)示されていたと言えるであろう(51)｡
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